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１．検討経緯

防潮堤（セメント改良土盛立部）防潮堤（セメント改良土盛立部）

【平成28年7月26日審査会合】
○防潮堤（セメント改良土盛立部）設置地盤に埋立土が分布している。
○入力津波の設定における地形条件を決定するためには 埋立土の液状化及び揺すり込み沈下による影○入力津波の設定における地形条件を決定するためには，埋立土の液状化及び揺すり込み沈下による影

響を考慮する必要がある。
○今後，さらに埋立土のデータ拡充をしたうえで液状化に対する評価，揺すり込み沈下による防潮堤（セメ

ント改良土盛立部）への影響評価を行っていく。

【平成28年10月27日審査会合】
○当初の評価として，埋立土は発電所造成時の掘削岩砕を使用しており，液状化の評価については道路

橋示方書に基づき，粒度分布特性から，液状化の判定は不要と評価していた。橋示方書に基 き，粒度分布特性から，液状化の判定は不要と評価していた。
○埋立土の性状データを拡充するために，追加地質調査及び室内試験を行っている状況である。
○今後，埋立土の液状化に関する評価，防潮堤（セメント改良土盛立部）の地盤状況の違いによる揺すり

込み沈下に対する防潮堤（セメント改良土盛立部）への影響と対策について説明する。
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１．検討経緯

防潮堤断面図（セメント改良土盛立部）防潮堤断面図（セメント改良土盛立部）
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１．検討経緯

防潮堤（鉄筋コンクリート壁部）防潮堤（鉄筋コンクリート壁部）

【平成28年7月26日審査会合】
○防潮堤（鉄筋コンクリート壁部）の海側に砂層が分布しており，地震時の砂層の液状化による地盤の沈

下が懸念される下が懸念される。
○入力津波の設定における遡上解析に用いる地形条件及び防潮堤（鉄筋コンクリート壁部）の地震時の

評価については，砂層の液状化の影響を考慮した評価が必要である。
○防潮堤（鉄筋コンクリート壁部）海側の砂層のデータ拡充に若干時間を要するものもあり，しっかり整理

したうえで説明する。

【平成28年10月27日審査会合】
○砂層については，既往地質調査結果から緩い砂層（N＜20）及び締まった砂層（N＞50）により分類し，砂層 ては，既往地質調査結果から緩 砂層（ ）及び締ま た砂層（ ） より分類し，

緩い砂層についてはN値が低いこと等から液状化強度試験に基づく液状化パラメータを設定し，評価を
実施していた。

○締まった砂層については，緩い砂層の下位の深度25m程度以深に分布するN値が概ね50以上の締っ
た砂層であり 既往文献レビュ 等から 非液状化層として評価していたた砂層であり，既往文献レビュー等から，非液状化層として評価していた。

○泊発電所の基準地震動の規模，既往地質調査結果の増強等を考慮し，砂層のデータを拡充するため
に，追加地質調査及び室内試験を行い，砂層の区分及び液状化パラメータの再評価を行っている。， 加 質調 及 験 行 ，砂層 分及 液状化 価 行

○液状化対策として，防潮堤（鉄筋コンクリート壁部）付近の砂層については，海側埋立土の沈下抑制を
目的とした地盤改良工事を実施している。

○今後，砂層の液状化の再評価結果，並びに防潮堤(鉄筋コンクリート壁部)に対する液状化の影響と対
策内容及び評価について説明する策内容及び評価について説明する。
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１．検討経緯

防潮堤断面図（鉄筋コンクリート壁部）防潮堤断面図（鉄筋コンクリート壁部）
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２．液状化に関する検討方針

検討方針

【埋立土】
○埋立土については，防潮堤の設置地盤に分布しており，液状化による影響が防潮堤（セメント改良土盛

立部）及び防潮堤（鉄筋コンクリート壁部）の評価に影響するため 道路橋示方書の適用性を明確にした

検討方針

立部）及び防潮堤（鉄筋コンクリート壁部）の評価に影響するため，道路橋示方書の適用性を明確にした
うえで，それに基づく液状化判定を行い，支持地盤としての評価及び構造物への影響評価を実施する。

【砂 層】
○砂層については，敷地前面に分布しており，液状化による影響が防潮堤（鉄筋コンクリート壁部）の評価

に影響するため，砂層の区分及び液状化パラメータの再評価を行い，構造物への影響評価を実施する。
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２．液状化に関する検討方針

新規制基準における液状化について

○実用発電用原子炉及びその付属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則
（設計基準対象施設の地盤）
第三条 設計基準対象施設は，次条第二項の規定により算定する地震力（設計基準対象施設のうち，地震の発生に

新規制基準における液状化について

よって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大きいもの（以下「耐
震重要施設」という。）にあっては，同条第三項に規定する基準地震動による地震力を含む。）が作用した場合においても
当該設計基準対象施設を十分に支持することができる地盤に設けなければならない。
２ 耐震重要施設は，変形した場合においてもその安全機能が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならない。

○実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則（別記１）
第３条（設計基準対象施設の地盤）
１ 第３条第１項に規定する「設計基準対象施設を十分に支持することができる」とは，設計基準対象施設について，自
重及び運転時の荷重等に加え，耐震重要度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作用した場合においても，接地圧
に対する十分な支持力を有する設計であることをいう。
なお，耐震重要施設については，上記に加え，基準地震動による地震力が作用することによって弱面上のずれ等が発生
しないことを含め，基準地震動による地震力に対する支持性能が確保されていることを確認することが含まれる。
２ 第３条第２項に規定する「変形」とは，地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震
発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状をいう。
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３．埋立土の液状化に関する検討

検討方針（評価フロー）検討方針（評価フロー）

埋立土の調査・試験データの整理 ①

液状化判定の対象外の土層 粒度に 液状化判定の対象の土層

道路橋示方書に基づく液状化判定の実施

道路橋示方書の適用性検討

pp.11-13参照

粒度に
よる判定

FL判定

※FL判定を参考
として実施

非液状化層
FL≧1

道路橋示方書の適用性検討
各指針類の比較
基準地震動とL2地震動の比較
代表性の検討 他

②14p.参照

埋立土を
液状化層と評価

埋立土を
非液状化層と評価

液状化層
FL＜1

○液状化判定結果に基づき支持地盤及び構造物の評価
全応力解析

③有効応力解析

○揺すり込み沈下に対するセメント改良土への影響評価

③

必要に応じて対策工事の検討 ④
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３．埋立土の液状化に関する検討

検討スケジュール検討スケジュール

○埋立土の液状化評価については，調査・試験データの整理と並行して検討を実施している。

        ▼7/26　審査会合 　     ▼10/27 審査会合 　　　　　 ▼3/10

今後の予定

調査・試験デ タの整理

これまでの検討実績

地質調査（サンプリング）

地質調査、室内試験、解析用物性の設定

・調査・試験データの整理
　　　　（p.9 評価フロー①）

埋
液状化判定手法の抽出、道路橋示方書の適用性検討、液状化判定

地質調査（サンプリング）

室内試験

解析用物性設定

・液状化判定
　　　　（p.9 評価フロー②）

埋
 

立
 

土

粒度分布による判定

道路橋示方書の適用性検討

代表的な指針の抽出・整理

各指針の手法・適用範囲の確認

評価断面、解析手法の検討

・液状化による影響評価
　　 （p.9 評価フロー③，④）

液状化判定

支持地盤及び構造物の影響評価

解析準備
評価基準・照査項目の整理

解析・評価

砂
 

層

・調査・試験データの整理
・液状化パラメータの評価
・液状化による影響評価

解析・評価

地質調査、室内試験、液状化影響評価、改良工事

地質調査（サンプリング）

室内試験

層 液状化 影響 価
・地盤改良工事 解析・評価

液状化パラメータの評価

地盤改良工事
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３．埋立土の液状化に関する検討

検討状況（埋立土の調査・試験データの整理）検討状況（埋立土の調査・試験データの整理）

○埋立土については，平成23年度に地質調査を行っているが，液状化の評価に関して，データ拡充を目
的に平成28年度も継続的に地質調査及び室内試験を実施し，現在，取得データの取りまとめを実施し
ているている。

○検討状況は以下のとおりである。

【検討状況】
平成28年度に実施した地質調査のうち，原位置試験及び試料採取（終了）
平成28年度に実施した室内試験（一部を除き，終了）
平成23年及び平成28年に実施した地質調査及び室内試験結果から，埋立土の力学特性，物理特

性に関して 妥当性・代表性に着目したデータの整理（実施中）性に関して，妥当性・代表性に着目したデ タの整理（実施中）
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３．埋立土の液状化に関する検討

検討状況（地質調査位置）検討状況（地質調査位置）



1313
３．埋立土の液状化に関する検討

検討状況（室内試験実施状況）検討状況（室内試験実施状況）

原位置試験 室内試験
サンプリング

原位置試験 室内試験
備考

N値 密度検層 PS検層 物理特性 強度特性 変形特性 液状化特性

U-1 - ● - ● ● - - -

U-2 ● ● - ● ● ● ● -

平成23年度

U-2 ● ● - ● ● ● ● -

U-3 - ● - ● ● - - -

U-4 - ● - ● - - - -

U-5 - ● - ● ● - - -

U-6 ● ● - ● ● ● ● -

U-7 - ● - ● ● - - -

U-8 - ● - ● ● - - -

平成28年度

SW2-1 ● ● ● ● ● ● ● ●

SW2-2 - ● - - - - - -
平成28年度

SW2-3 ● ● ● ● ● ● ● ●

SW2-4 ● ● ● ● ● ● ● ●

●：実施済み
●：実施中●：実施中
●：データ整理中
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３．埋立土の液状化に関する検討

検討状況（道路橋示方書に基づく液状化判定）検討状況（道路橋示方書に基づく液状化判定）

○埋立土の液状化判定については，道路橋示方書に基づき行うことで考えている。
○これまでの検討においては，道路橋示方書に記載の項目のうち，粒度試験による判定のみを行い，液

状化判定の対象外として判断していた状化判定の対象外として判断していた。
○現在，液状化判定を行うための埋立土の調査・試験データの整理と併せて，道路橋示方書を用い

ることの適用性検討として，各指針類の比較を行い，代表性の検討等のデータ拡充を行っていると
ころである。

○検討状況は以下のとおりである。

【検討状況】
代表的な指針類による液状化判定手法の抽出（終了）代表的な指針類による液状化判定手法の抽出（終了）
・道路橋示方書ほか計10指針類の液状化判定手法のレビュー
各指針類において対象となる土質の比較により適用性を確認（実施中）
・各指針類で取り扱っている土質の範囲の比較
基準地震動と道路橋示方書に示されているL2地震動の比較により適用性を確認（実施中）
FL法の汎用性検討（実施中）
・道路橋示方書に基づくFL法を踏襲している指針類の確認
・大地震を契機とした道路橋示方書の改訂経緯のまとめ大地震を契機とした道路橋示方書の改訂経緯のまとめ
FL値算定に用いる評価断面・解析手法等の検討（実施中）
・液状化特性試験によるRと地盤の応答解析によるLを用いたFL値の代表断面における算定
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３．埋立土の液状化に関する検討

今後の予定今後の予定

【p.9 フロー①】
○埋立土については，平成23年度に地質調査を行っているが，液状化の評価に関して，データ拡充を目

的に平成28年度も継続的に地質調査及び室内試験を実施し 現在 取得データの取りまとめを実施し的に平成28年度も継続的に地質調査及び室内試験を実施し，現在，取得データの取りまとめを実施し
ている。

【p.9 フロー②】
○これまでの検討においては，道路橋示方書に記載の項目のうち，粒度試験による判定のみを行い，液

状化判定の対象外として判断していた。
○現在，各指針類の比較，基準地震動とL2地震動の比較，代表性の検討等のデータ拡充を行っていると

ころであるころである。
○そのうえで，再度，道路橋示方書により埋立土の液状化判定を実施し，評価をご説明する。

【p.9 フロー③】
○液状化判定結果に基づき，支持地盤及び構造物の評価についてご説明する。

【p.9 フロー③，④】
○防潮堤（セメント改良土盛立部）の地盤状況の違いによる揺すり込み沈下に対する防潮堤（セメント改良○防潮堤（セメント改良土盛立部）の地盤状況の違いによる揺すり込み沈下に対する防潮堤（セメント改良

土盛立部）への影響と対策についてご説明する。
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４．砂層の液状化に関する検討

検討状況検討状況

○砂層については，泊発電所における基準地震動の規模を鑑み，液状化層として評価することで考えてい
る。

○砂層の地質調査については 平成24年度 平成27年度に実施しているが データ拡充を目的に平成○砂層の地質調査については，平成24年度，平成27年度に実施しているが，データ拡充を目的に平成
28年度も継続的に地質調査及び室内試験を実施し，現在，取得データの取りまとめを実施している。

○検討状況は以下のとおりである。

【検討状況】
平成28年度に実施した地質調査のうち，原位置試験及び試料採取（終了）
平成28年度に実施した室内試験（実施中）
平成24年度 平成27年度及び平成28年に実施した地質調査及び室内試験結果から 砂層区分平成24年度，平成27年度及び平成28年に実施した地質調査及び室内試験結果から，砂層区分，

力学特性，物理特性に関して，妥当性・代表性に着目したデータの整理（実施中）
ばらつきを考慮した液状化パラメータの整理（実施中）
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４．砂層の液状化に関する検討

検討スケジュール検討スケジュール

○砂層の評価については，調査・試験データの整理と並行して検討を実施している。

        ▼7/26　審査会合 　     ▼10/27 審査会合 　　　　　 ▼3/10

今後の予定

調査・試験データの整理

これまでの検討実績

地質調査（サンプリング）

地質調査、室内試験、解析用物性の設定

・調査・試験データの整理
　　　　（p.9 評価フロー①）

埋
液状化判定手法の抽出、道路橋示方書の適用性検討、液状化判定

地質調査（サンプリング）

室内試験

解析用物性設定

・液状化判定
　　　　（p.9 評価フロー②）

埋
 

立
 

土

粒度分布による判定

道路橋示方書の適用性検討

代表的な指針の抽出・整理

各指針の手法・適用範囲の確認

評価断面、解析手法の検討

・液状化による影響評価
　　 （p.9 評価フロー③，④）

液状化判定

支持地盤及び構造物の影響評価

解析準備
評価基準・照査項目の整理

解析・評価

砂
 

層

・調査・試験データの整理
・液状化パラメータの評価
・液状化による影響評価

解析 評価

地質調査、室内試験、液状化影響評価、改良工事

地質調査（サンプリング）

室内試験

液状化パ タ 評価層
・地盤改良工事 解析・評価

液状化パラメータの評価

地盤改良工事
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４．砂層の液状化に関する検討

検討状況（地質調査位置）検討状況（地質調査位置）
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４．砂層の液状化に関する検討

検討状況（室内試験実施状況）検討状況（室内試験実施状況）

原位置試験 室内試験
サンプリング

原位置試験 室内試験
備考

N値 密度検層 PS検層 物理特性 強度特性 変形特性 液状化特性

平成24年度 U-1’ ● ● - ● ● ● ● ●

SW-1 - ● - - - - - -SW-1 - ● - - - - - -

SW-2 - ● - - - - - -

SW-3 - ● - - - - - -

平成27年度
SW-4 ● ● - ● ● - - ●

SW-5 - ● - - - - - -

SW-6 ● ● - ● ● - - ●

SW-7 ● ● - ● ● - - ●

SW-8 - ● - - - - - -

SW2-1 ● ● ● ● ● ● ● ●

平成28年度 SW2-2 - ● - - - - - -

SW2-4 ● ● ● ● ● ● ● ●

●：実施済み
●：実施中●：実施中
●：データ整理中
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４．砂層の液状化に関する検討

今後の予定今後の予定

○砂層については平成24年度，平成27年度に地質調査を行っているが，砂層の区分及び液状化パラメ
ータの評価に関して，データ拡充を目的に，平成28年度も継続的に地質調査及び室内試験を実施し，
現在 取得データの取りまとめを実施している現在，取得データの取りまとめを実施している。

○今後，取得データのとりまとめ結果を踏まえた，砂層区分及び液状化パラメータの妥当性についてご説
明する。

○また，防潮堤（鉄筋コンクリート壁部）に対する液状化の影響及び沈下抑制を目的とした地盤改良工事
の内容及び評価についてご説明する。
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補足資料
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道路橋示方書の適用性

液状化判定における道路橋示方書の適用性検討状況液状化判定における道路橋示方書の適用性検討状況

○比較対象の選定
次頁の比較表のとおりである。

○代表的な液状化判定方法の抽出○代表的な液状化判定方法の抽出
道路橋示方書に基づく液状化判定法（FL法）を踏襲している指針が多い。
※FL法はせん断抵抗力Rとせん断力Lの比較を行うもの。

○FL法の適用方法
FL法の適用に当たっては，簡易法のほかに液状化強度Rは液状化特性試験から求め，外力Lを地盤

の応答解析から求める詳細法がある。
○道路橋示方書の主な改訂・検証
道路橋示方書は 大地震を契機として 内容の検証が適宜 行われ変遷している道路橋示方書は，大地震を契機として，内容の検証が適宜，行われ変遷している。

・FL法の導入（1964年新潟地震）
・L2地震動による判定の追加（1995年兵庫県南部地震）
・FL法の検証（2011年東北地方太平洋沖地震）
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道路橋示方書の適用性

液状化判定における道路橋示方書と他指針類の比較液状化判定における道路橋示方書と他指針類の比較

指針類 対象構造物 制定年月／機関名

比較対象一覧

指針類 対象構造物 制定年月／機関名

道路橋示方書 Ⅴ耐震設計編 道路橋 平成24年3月／(公社)日本道路協会

港湾の施設の技術上の基準・同解説 港湾施設 平成24年8月／(公社)日本港湾協会

建築基礎構造設計指針 建築物 平成13年10月／(一社)日本建築学会

鉄道構造物等設計標準・同解説(耐震設計) 鉄道構造物 平成24年9月／(公財)鉄道総合技術研究所

危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示 屋外貯蔵タンク 昭和49年／自治省

高圧ガス設備等耐震設計指針 レベル２耐震性能評価 高圧ガス設備 平成19年／高圧ガス保安協会

水道施設耐震工法指針・解説 水道施設 平成21年／(公社)日本水道協会

下水道施設の耐震対策指針と解説 下水道施設 平成26年5月／(公社)日本下水道協会

共同溝設計指針 共同溝 昭和61年3月／(公社)日本道路協会

河川構造物の耐震性能照査指針・解説 I.共通編 河川構造物 平成24年2月／国土交通省
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道路橋示方書の適用性

2011年東北地方太平洋沖地震時の事例レビューによるF 法の検証2011年東北地方太平洋沖地震時の事例レビューによるFL法の検証

○「液状化対策技術検討会」検討成果（平成23年8月31日，国土交通省・液状対策技術検討会）
2011年東北地方太平洋沖地震における液状化現象の発生と被害を受けて，国土交通省が関係学

会・関係研究機関と連携して設置した検討会の成果を取りまとめたもの会・関係研究機関と連携して設置した検討会の成果を取りまとめたもの。
各社会基盤施設等に共通する技術的事項として，各地点で液状化発生の可能性の有無を判定する

代表的な液状化判定法であるFL法の検証を中心に検討を進めている。

○ 2011年東北地方太平洋沖地震を契機として道路橋示方書のFL法に関する検証が行われている。

国土交通省 液状対策技術検討会資料より抜粋



2525
道路橋示方書の適用性

2011年東北地方太平洋沖地震時の事例レビューによるF 法の検証2011年東北地方太平洋沖地震時の事例レビューによるFL法の検証

○液状化対策技術検討会によるFL法の検討結果
検討対象箇所を対象として， 2011年東北地方太平洋沖地震時の地震を外力として用いてFL法に

よる液状化判定を実施しているよる液状化判定を実施している。
液状化発生箇所でFL値を求めると，「液状化しない（FL ＞1）」と判定される「見逃し」（●）はなかった。

○FL法は保守的な検討結果を与えることが示されている。

国土交通省 液状対策技術検討会資料より抜粋


